
半 期 情 報 の 開 示 に つ いて 当金庫の2024年度上期の業況等についてお知らせいたします
「経営の透明性」の確保を目的に、今後も積極的な情報開示に努めてまいります

　普通預金が年間46億円増加し、定期キャン
ペーンの実施等により、定期預金も年間49億円増加した結果、
預金残高は前年同月比で98億円の増加となりました。

　超低金利が続く厳しい経営環境ではありましたが、
資産の健全化を図りつつ、当期純利益は13億46百万
円を確保しました。

　当金庫では、かねてより資産の良質化に取り組んで
おります。2024年9月期の不良債権額は、前期比3億
76百万円増加し、96億68百万円（金融再生法ベース
開示債権額）となりました。その結果、不良債権比率は、
0．24ポイント上昇し、4．39％となりました。
なお、償却とともに適正な引当を実施しており、厚い
内部留保とあわせて当金庫の不良債権に対する備え
は万全であり、当金庫の経営に及ぼす影響は全くあり
ません。

　お客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、地元へのご融資のほか、安全性を重視し、慎重かつ効率的な有価証券による運用を行っています。

預  金 　中小企業や個人等のお客様のニーズに応じ
円滑な資金供給に注力した結果、貸出金は堅調に推移しました。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■ 預金残高の推移
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預金、貸出金はともに堅調に推移しました。預金・貸出金の状況 自己資本（比率）の状況

厳しい経営環境の中、13億46百万円の
当期純利益を確保できました。収益の状況

有価証券の時価情報 安全性を重視した効率的な運用が基本スタンスです。

（単位：百万円）
区分 2023年9月期 増減率
業務純益

経常利益
当期純利益

増減額2024年9月期
■ 上期収益状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

(注) 1.｢評価差額｣は､帳簿価額(償却原価法適用後､減損処理後)と時価との差額を計上しております｡
 2.上記の「その他」は、外国証券､投資信託､その他の証券です。
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■ その他有価証券で時価のあるもの ■ 時価を把握することが
　 極めて困難と認められる有価証券

■ 売買目的有価証券､満期保有目的の債券で時価のあるもの､子会社･子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの…該当ありません。

■ 貸出金残高の推移
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

貸出金残高
区分

218,314
2023年9月末

223,541
2024年3月末

219,622
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1,308
年間増減額

0.59%
年間増減率

不良債権に対する備えは万全です。不良債権の状況

子会社･子法人等株式
非上場株式

非上場その他の証券
合　　　　計

貸 出 金

218,314 223,541 219,622

■ 自己資本の構成 （単位：百万円）

項 　 目 2024年3月末

コア資本に係る基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

自己資本の額（（イ）-（ロ））（ハ）

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）の額の合計額

前払年金費用の額

コア資本に係る調整項目の額（ロ） 

自己資本

2024年9月末

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） 

自己資本比率（（ハ）/（ニ））

■ 自己資本比率の推移
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※主に､創業以来75年間に亘って､毎年計上した利益等を
　コツコツと積み上げたものです。
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（投資信託解約損益を除く）
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(注) 1.実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
 2.コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

548,697

着実に利益を積み上げ､自己資本額は448億円､
自己資本比率は17.04％と､引き続き健全な水準となりました。
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　自己資本比率は､金融機関の健全性を判断す
る重要な指標で､当金庫の17.04％という数字
は､ちゅうしんの財務体質が､健全であることの
証明です｡
　なお､自己資本額（※）は448億53百万円とな
っております｡
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4.39%4.15%

■ 業種別貸出金内訳

製造業
237億円（10.8％）
建設業
246億円（11.2％）

卸売業、小売業
181億円（8.2％）

運輸業、郵便業
56億円（2.5％）

金融業、保険業
2億円（0.1％）

不動産業
516億円（23.4％）

農業、林業他
2億円（0.1％）

個人
425億円（19.3％）

各種サービス業
270億円（12.3％）

地方公共団体
258億円（11.7％）

2024年9月末
貸出金残高
2196億円

このレポート作成に際しましては、原則として本決算と同様の方法で計数の集計を行っております。但し、2024年度上期末の償却・引当額
は「金融再生法ベースの債権区分による開示」における簡便方法による自己査定結果を反映させ、当金庫の基準により計上しております。

注記

■ 信用金庫法及び金融再生法開示債権区分による開示 （単位：百万円）

注）　1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しな
い債権です。

3．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

6．「個別貸倒引当金」（C）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の債権額に対して個別に引当計上した額の合計額です。
7．「一般貸倒引当金」（D）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。
8．「担保・保証等」（E）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
9．「正常債権」（F）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
10．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が
有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場
合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

2024年3月期 2024年9月期

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 393 307

危険債権 7,410 6,768

要管理債権 1,487 2,592

三月以上延滞債権 － －
貸出条件緩和債権 1,487 2,592

小計（A） 9,291 9,668

保全額（B） 7,896 7,360

個別貸倒引当金（C） 1,487 1,416

一般貸倒引当金（D） 266 464

担保・保証等（E） 6,143 5,480

保全率（B）／（A）（％） 84.98％ 76.13％

引当率((C)+(D))/((A)-(E))(%) 55.69％ 44.89％

正常債権（F） 214,518 210,146

総与信残高（A）+（F） 223,809 219,814

項 　 目


